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研究成果の概要（和文）：不健康な消費行動の促進や災害時の対応行動を抑制する生活環境の潜在的リスクの問
題について、グラウンデッド認知モデルの枠組に基づき、動機を生じさせる環境要因の影響の研究を行った。本
計画の結果、フードアウトレットや被災経験といった社会的文脈が行動に関連していることが示された。さら
に、社会的文脈の安定的な影響である固定効果に加えて、時点により個人の動機が変動することで、動機と行動
の一貫しない現象が生じていることを指摘した。このような生活環境の潜在的リスクを生じさせる社会的文脈や
時点による認知や動機の変動の影響に適応するための耐性としてのレジリエンスをシミュレートするモデルの提
唱を行った。

研究成果の概要（英文）：This research project examined the influences of environmental factors that 
increase unhealthy eating and decrease disaster preventive behaviors in the framework of the 
grounded cognitive approach. The results indicated that behavioral contexts such as accessibility of
 food-outlet and experience as victims of past disasters were related to behaviors. In addition to 
the fixed effects of behavioral contexts (i.e., stable influences), variations within individuals 
depending on time points were associated with inconsistency between motivations and behaviors. This 
research project suggested the simulation model of resilience to adapt the variations of cognitions 
and motivations induced by behavioral contexts and time points in environmental latent risk.

研究分野：リスク心理学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
動機と行動の乖離の問題は、不健康な消費行動や災害時の対応行動を変容する上で大きな課題となっていた。本
計画では、個人を取り巻く環境の影響を個人間だけなく個人内の変動で捉えるための経験サンプリングやタイム
マップの手法を用いた研究を行った。不健康な消費行動では、2重動機のパターンが類似しているという従来の
研究では観測されていない新たな関連性が示唆された。また、災害時の対応行動では、平日、週末によって、取
られる行動の選好は同様である一方、時間帯によってその顕在性が異なっていた。本計画では、行動の動機を形
成している環境が個人間だけでなく個人内の変動すること明らかにし、適応モデルを実証的に示した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
  不健康な消費行動を生じさせたり災害時の対応行動を遠ざける潜在的リスクが生活環境に存
在する。世界規模の肥満の増加や災害時の避難行動の低さは、環境に存在する潜在的リスクが関
与している。近年、人々を取り巻く環境刺激が動機をシミュレートさせ行動へと導くと仮定する
グラウンデッド認知アプローチの枠組が提唱されている。一方、従来の心理学の枠組では、人々
が適切な対応行動を取とらない問題に関して、動機と行動の乖離の現象として研究が行われて
きた。しかしながら、人々の行動の動機は、常に固定されたものではなく、状況によって変化し
ていくことが現実に生じている。現実的な観点に基づき、動機と行動の一貫性の問題について再
検討することが学術的な課題となっている。このように、不健康な消費行動や災害時の対応行動
の問題には、個人間の違いによる動機の差異だけなく、状況の違いよる個人内の変動で生活環境
の潜在的リスクの影響の検討する新たな枠組が求められてきた。 
 そこで、本計画では、時点ごとの状態や行動を測定する経験サンプリングや災害対応タイムマ
ップの計測手法を用いることで、行動を取り巻く個人間だけなく個人内の変動から生じる潜在
的リスクの問題を可視化する。さらに、潜在的リスクそのものの変容が困難であるため、対抗す
るのではなく、耐性として適応できるかのレジリエンスとしてシミュレートすることで、健康や
災害問題に対応するための新たなアプローチの提唱する課題に応えるべく計画された。 
 
２．研究の目的 
(1) 経験サンプリングによる不健康な食品消費行動を生じさせる潜在的リスクの可視化 
 ”肥満を誘発する環境”の要因として、不健康な食品への近接性や欲求を喚起させるファストフ
ード店などの刺激との接触であるフードアウトレット効果がある。フードアウトレットの影響
下では、食品消費に対する意図の有無とは関係なしに行動が導かれてしまう「意図と行動の乖離」
が生じやすいと考えられている。しかしながら、近年、健康心理学の分野では、「意図と行動の
乖離」について、日々の場面で変化する個人内の変動を反映できていないことによって観測され
る擬似無相関である可能性が指摘されている。 
 本研究では、不健康な食品消費行動の「意図と行動の乖離」を説明する枠組である 2重動機モ
デルを、日々の変動を測定する経験サンプリング研究手法を用いて検討する。具体的には、不健
康な菓子の消費行動を対象に、2 重動機モデルにおいて、「菓子を食べたい」といった意図的動
機である行動意図と、「お腹がすいていれば、つい食べしてしまう」といった状況が誘発する衝
動的動機である行動受容の 2つを仮定した。また、フードアウトレット効果の変数として、高エ
ネルギーな食品との近接性の反映であるファストフードの利用、自宅の菓子のストックを変数
として仮定した。本研究では、動機的要因、フードアウトレット効果の個人間および個人内の 2
つの変動が、不健康な菓子の消費行動どの関連性に及ぼす影響を検討することを目的とした。 
 
(2)災害対応行動タイムマップによる災害時に対応を阻む潜在的リスクの可視化 
 地震や豪雨などの自然災害のみならず、新型コロナウイルス感染症による CBRNE災害が世界
的に頻発している。災害時の避難行動といった対応行動に影響を及ぼす要因の検討が求められ
ている。これまで災害対応行動の研究では、個人属性や災害認知などの要因を個人間のみの違い
を前提とした固定効果として検討がされてきた。しかしながら、災害は発生場面や状況により個
人を取り巻く文脈が大きく異なる。本研究では、災害発生時点で変化していく状況や認知の影響
を分析することで、対応行動を左右する文脈による変量効果について検討する。 
 そこで、まず、「復興カレンダーを応用したタイムマップ手法の開発」では、災害時の人々の
認知の時間的変化を計測するためのタイプマップの手法を開発する。具体的にはコロナ禍への
対応行動を対象に、復興カレンダーの経時的測定法を、タイムスケジュールで変化する状況や認
知を評価する手法として応用する。それにより、時点に応じた認知や行動の変化の可視化を実現
することを目的とした。次に、「災害発生時の対応行動のタイムマップの検討」では、地震発生
時の避難行動を対象に、朝、昼、夜といった災害発生の時点によって、人々の対応行動が変化す
ることを実証的に明らかにする。具体的には、経験サンプリングの手法と用いたタイムマップを
検討することで、発生時点に応じた行動変化をシミュレートする計測方法として発展させる。 
 
(3) 潜在的リスクの可視化を応用したレジリエンス力のシミュレーションの検証 
  人々を取り巻く環境には、不適応な行動を促したり、対応行動を遠ざけるたりする潜在的リス
クが存在している。このような潜在的リスクに対して、克服するのではなく耐性を高めるための
レジリエンスの高い社会の実現が求められている。 
 そこで、本研究では、ます「心理的レジリエンスが災害への対応行動に及ぼす影響のシミュレ
ーションモデルの検討」では、人々がもっている心理的レジリエンスによって災害時の対応行動
がどのように影響されるのか検討する。具体的には、長期化するコロナ禍における日常生活の適
応を対象に、リスク認知、感染予防行動習慣などの個人内のリスク対応要因との関連性でシミュ
レーションモデルの検討を行う。次に、「災害発生時の対応行動を左右する社会的文脈要因によ



るシミュレーションモデルの検討」では、災害発生時にどのような社会的文脈によって対応行動
を取ることが促進されたり、抑制されたりするのかをシミュレートすることで、潜在的リスクへ
の社会的耐性を検討する。具体的には、緊急地震速報時の対応行動を対象に、行動を左右する認
知要因、個人属性、経験の影響をモデル化する。 
 
３．研究の方法 
(1)経験サンプリングによる不健康な食品消費行動を生じさせる潜在的リスクの可視化 
調査手続き：事前調査と 7 日間連続の経験サンプリングによる縦断的 web 調査を実施した。事
前調査では回答者の個人属性等について調査した。経験サンプリングは、参加者に 1 日 4 回(11
時、15時、19時、23時）、消費行動、動機的要因、環境変数の調査を 7日間行なった。 
調査対象者：インターネット調査会社の登録モニターを対象に、事前調査で経験サンプリングに
ついて同意を得られた 46名を対象に調査を実施した。 
調査項目：菓子の消費行動(和菓子類、菓子パン・ケーキ類、スナック・揚げ菓子類などの 8 種
の品目の有無）、行動意図、行動受容、ファストフードの利用状況(ハンバーガー系など 7形態の
有無)、自宅の菓子のストック(消費行動と同じ 8品目の有無) 
 
(2)災害対応行動タイムマップによる災害時に対応を阻む潜在的リスクの可視化 
①復興カレンダーを応用したタイムマップ手法の開発 
調査手続き：インターネット調査会社の登録モニターを対象に web調査を実施した。 
調査対象者：性別(男性、女性) ×年代(20代、30代、40代、50代、60代以上)の 10層で、各 50
サンプルで合計 500サンプルを目標にした。最終的に回答者 449名を分析サンプルにした。 
調査項目：コロナ禍の復興の対応行動の 16 項目のマイルストーン(例、「新型コロナウイルス感
染症が社会にどのような影響を与えるかがわかった」）を用いて、17の時間軸(例、「2020年 4月
前半（4/7初の緊急事態宣言）」から「現在」(2021年 6月))により回答を求めた。 
②災害発生時の対応行動のタイムマップの検討 
調査手続き：事前調査と、平日と週末の 2 日間連続の経験サンプリングによる縦断的 web 調査
を実施した。事前調査では回答者の個人属性等について調査した。経験サンプリングは、参加者
に午前(8時～12時)、午後(13時～17時)、夜(18時～22時)の各 3時点で、ランダムに測定が行わ
れた。 
調査対象者：都直下型地震の想定エリアである東京 23区の居住者を対象に実施した。調査では、
性別(男性、女性)×年代(20代、30代、40代、50代以上)の 8層から対象者を募集した。事前調査
で経験サンプリングについて同意を得られた 153名を対象に調査を実施した。 
調査項目：地震の認知要因(ハザードマップの認識、首都直下型地震の予期）、社会的文脈要因(地
震の被災経験、災害弱者の家族数、地震災害時の不安な出来事、住宅に関する問題、日常の防災
行動)、災害発生時の状況および対応行動(活動状況、近くにいる人、対応行動、避難行動、行動
理由、避難意図) 
 
(3)潜在的リスクの可視化を応用したレジリエンス力のシミュレーションの検証 
①心理的レジリエンスが災害への対応行動に及ぼす影響のシミュレーションモデルの検討 
調査手続き：インターネット調査会社の登録モニターを対象に web調査を実施した。 
調査対象者：日本の年齢、性別、エリア(北海道、東北、関東、中部、関西、中国・四国、九州・
沖縄)を層とする人口比率に基づき合計 1000 名に web 調査を実施した。最終的に回答者 815 名
を分析サンプルにした。 
調査項目：心理的レジリエンス、リスク認知(重篤性、知識)、感染予防行動習慣が測定された。
タイムマップ法としての復興カレンダーのアセスメントでは、コロナ禍への生活への適応を対
象に、11 個のマイルストーン(例、「毎日の感染症対策、コロナ禍に対応した仕方に定着した」)
に対して、12の時間軸(2020年 4月の緊急事態宣言から現在(2022年 8月))で測定が行われた。 
②災害発生時の対応行動を左右する社会的文脈要因によるシミュレーションモデルの検討 
調査手続き：国立研究開発法人防災科学技術研究所が日本全国を対象にした実施した社会調査
データを用いた。 
調査対象者：社会調査データの有効サンプル 1900名のうち、当該エリアで緊急地震速報が発せ
られた地震の事例で、実際に速報を受けたと回答した有効回答 n = 491を分析サンプルとした。 
調査項目：緊急地震速報への対応行動(反応なし、精神的反応、身体的反応)、社会的文脈要因(地
震の予期、地震の被災経験、ハザードマップの認識、日常の防災行動) 
 
４．研究成果 
(1) 経験サンプリングによる不健康な食品消費行動を生じさせる潜在的リスクの可視化 
 46名の調査参加者のうち、男性 20名、女性 26名であった。平均年齢は 40.74(SD = 13.55)歳で
あった。BMIは 21.58(SD = 2.58)であった。7日間の経験サンプリングの調査では、1139件の回
答が得られた(回答率 88％)。 
 菓子の消費行動、動機的要因、フードアウトレット効果の変数の 28 時点(4 回×7 日間)の回答
の平均の推移を図 1に示す。まず、意図的動機である行動意図と、衝動的動機である行動受容の
変動は同じようなパターンをとっていた。2つの動機は独立した要因として仮定されているもの



の、個人内の変動として連動してい
る可能性がある。次に、菓子の消費
行動と菓子のストックの変動パター
ンが類似していた。一方、ファスト
フードの利用の変動とは一致してい
なかった。身近に菓子が手に届くよ
うな環境に曝されることが、消費に
結びつきやすいと考えられる。 
 各変数について級内相関を検討し
たところ、菓子の消費行動は ICC 
= .16(p < .001)と、個人内の変動も一
定程度あると考えられる。行動意図
(ICC = .62, p < .001)、行動受容(ICC = .67, p < .001)、菓子のストック(ICC = .48, p < .001)は比較的
高く、個人の違いによる変動が大きいと考えられる。 
次に、菓子の消費行動を従属変数に、個人に時点をネストし
た、ポワソン分布によるベイジリアンマルチレベルモデル分
析を実施した。その結果、固定効果として、菓子のストックか
らの関連がみられた(b = .48, 95%CI = .35 ~ .62)。変量効果とし
て、時点(b = .01, 95%CI = .004 ~ .12)、行動意図(b = .08, 95%CI 
= .004 ~ .18)、行動受容(b = .07, 95%CI = .003 ~ .17)、菓子のス
トック(b = .35, 95%CI = .25 ~ .49)、ファストフードの利用(b 
= .23, 95%CI = .01 ~ .67)からの関連がみられた。とくに、菓子
のストックの固定効果はストックが多くなるほど消費行動が
増加する関連がみられた(図 2)。 
 以上、個人間、個人内の変動を検討したことにより、行動意
図と行動受容のパターンが類似しているという従来の研究で
は観測されていない新たな関連性が示唆された。日々の変動
としては、菓子のストックと消費行動のパターンの関連性が
みられ、環境の変化によって消費行動が左右される可能性が
高い。また、菓子の消費行動そのものは、個人間の違いだけなく、日々の個人内の変動の影響を
受けやすいことが考えられる。菓子の消費行動への関連としては、菓子のストックの影響が大き
く、個人の違いと時点の違いの両方の変動に左右されていることが示唆された。したがって、フ
ードアウトレット効果によって個人間および個人内の変動が左右され不健康な消費行動が生じ
ている可能性が示唆された。 
 
(2)災害対応行動タイムマップによる災害時に対応を阻む潜在的リスクの可視化 
①復興カレンダーを応用したタイムマップ手法の開発 
 復興カレンダーを時点による行動変化を評価する手法として応用するため、各時点の割合の
変化について図 3 に示した。その結果、4 月前半時点で、「新型コロナウイルス感染症が社会に
どのような影響を与えるかがわかった」(47%)、「毎日の感染症対策ができるようになった」(29%)、
「不自由な暮らしが当分続くと覚悟した」(21%)、「買い物が日常的にできるようになった」(15%)
と答えていた人の割合が最も多かった。次に、緊急事態宣言の全面解除が行われた 5月後半時点
で「地域の学校がもとに戻った」(11％）と答えた人の割合が多くなっていた。その次の 6 月時
点では、「外出が日常的にできるようになった」（9％）、「自分の仕事（学校）がもとに戻った」
(8%)、「地域の飲食店が日常的に利用できるようになった(5%)」と答えた人の割合が他の時点よ
りも多かった。GoToトラベルキャンペーンが行われた 7月時点では、「外食が日常的にできるよ
うになった」(5%)、「旅行が日常的にできるようになった」(5%)、「毎日の生活が落ち着いた」(5％)
と答えた人の割合が他の時点よりも多くなっていた。緊急事態宣言が再発出された 2021年 1月

図 3 コロナ禍の対応行動のタイムマップ 

図 1 日々の測定時点における各変数の平均の推移 

図 2 菓子の消費行動に対する菓子
のストックの固定効果 



では、「新型コロナウイルス感染症に慣れてしまった」(13％）、「コロナ禍での生活に違和感がな
くなった」(6％)と回答した人の割合が高くなっている。その他のマイルストーンの項目につい
ては、低い割合のままでの推移しかみられなかった。このように復興カレンダーをタイムマップ
として応用することで、人々の各時点の災害時の反応の変化を可視化することができた。よって、
災害場面の人々の認知や行動が社会的出来事に応じて変動することを明らかにすることで、タ
イムマップの測定手法としての有効性が示唆された。 
②災害発生時の対応行動のタイムマップの検討 
 153名の調査参加者のうち、男性 75名、女性 78名であった。平均年齢は 42.28(SD = 12.96)歳
であった。2日間の経験サンプリングの調査では、707件の有効回答が得られた（回答率 77％)。 
 まず、地震が発生した場合の避難行動の選択の平日、週末の各時間帯の反応の違いを図 4に示

した。平日や週末を問わず、「避難行動としては何もしない」が 40％以上と最も多く、その傾向
は夜の時間帯に増える。次に、「屋外の予め指定されていた場所に避難する」を選択した割合が
15％以上であった。平日の場合は、朝の時間帯に多くなるが、週末にはその傾向がみられなかっ
た。その次に、「屋内のあらかじめ指定されていた場所に避難する」の選択が 5％〜14％の割合
であった。平日においては昼が多い一方、週末では昼が最も少なくなっていた。以上のように、
地震災害に多くの人は具体的な避難行動を取らない可能性が高い、また、平日、週末によって、
取られる行動の選好は同様である一方、時間帯によってその顕在性が異なる可能性がある。した
がって、災害発生時点によって、人々の行動傾向が変動する可能性がタイムマップのアプローチ
により示唆された。 
 
(3)潜在的リスクの可視化を応用したレジリエンス力のシミュレーションの検証 
①心理的レジリエンスが災害への対応行動に及ぼす影響のシミュレーションモデルの検討 
 11 の適応行動のマイストーンの対応数を従属変数に、心理
的レジリエンス、リスク認知、感染予防行動習慣を独立変数と
するベイジリアン一般線型モデル分析を実施した。その結果、
重篤性(bmap = -.04, 95%CI = -.08 ~ -.01)、知識(bmap = .07, 95%CI 
= .03 ~ .11)、感染予防行動習慣(bmap = .19, 95%CI = .13 ~ .24)の
主効果に加え、知識×心理的レジリエンス(bmap = .04, 95%CI 
= .01 ~ .07)の交互作用効果が確認された。この効果作用効果に
ついて、心理的レジリエンスが高い人ほど、知識があるとコロ
ナ禍への適応が高くなっていた(図 5)。以上、心理的レジリエ
ンスは適応に直接影響を及ぼさない一方、リスク認知要因を
介して間接的に影響を強める効果があることが示唆された。 
②災害発生時の対応行動を左右する社会的文脈要因によるシ
ミュレーションモデルの検討 
 緊急地震速報時の対応行動を順序カテゴリの従属変数に、
個人属性、社会的文脈要因を独立変数とする順序ロジスティ
ック回帰分析を行なった。その結果、年齢(β = -.03, p < .001)、
地震の予期(β = .58, p < .05)、地震の被災経験(β = .65, p < .01)、日常の防災行動(β = .08, p < .001)が
関連していた(表 1) 。具体的には、年齢が高くなるほど、反応なしの割合が多くなっていた。地
震の予期が有る人は無い人より身体的反
応を取る割合が多くなっていた。同様に、
地震の被災経験が有る人は無い人よりも
身体的反応を取る割合が多い。また、防災
行動を多く実施している人ほど、身体的反
応を取る傾向が高くなる。以上、地震発生
時に、年齢の高い人の対応行動を取る反応
は低くなるものの、地震の予期、被災経験、
日常の防災行動といった社会的文脈要因
が人々の対応行動を促し、レジリエンス力
を高める可能性があることが示唆された。 

図 4 地震災害発生時の対応行動のタイムマップ 

図 1 心理的レジリエンス×知識の
交互作用効果 

表 1 緊急地震速報時の対応行動の分析結果 
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